
(1)6次産業化総合対策事業 R6当初予算額： 83,100千円（ 85,100千円）
農林漁業者等による商品・サービスの開発から製造・販売の強化などの6次産業化の取組みを総合的に支援

＜内訳＞ ※主要な事業を抜粋

(３)都市農山漁村交流対策事業費 R6当初予算 予算額 ： 39,096千円 （ 22,596千円）

快適で豊かな農村環境の整備

現状と課題

令和6年２月
農村振興課

農村振興施策の展開方向
～豊かで美しい農村の実現～

基本施策

中
山
間
地
域
の
活
性
化

令和6年度の主な取組み施策の体系

１ 所得向上を目指す６次産業化の推進

２ 農村女性の起業活動の促進

自社生産果実を使った商品の開発 自家産米を使った米粉パンの製造

集落と地域内外の団体等との連携

地域ぐるみの環境保全活動

１ 地域特性を踏まえた
農業経営モデルの確立、新産地の育成

３ 荒廃農地の発生防止･解消･利活用

４ 住民主体の地域づくりと
担い手の育成

５ 鳥獣被害防止対策

１ 農地・農業用水等の保全のための
集落ぐるみの共同活動の推進

３ 地域資源のフル活用による取組促進

２ 自然環境の保全に資する農業生産
活動の推進

農山村地域

○過疎化・高齢化・混住化が進
行し、農家だけでは農地や農
村環境を維持することが困難

○特に中山間地域では、
・高齢化や担い手不足が深刻

化
・荒廃農地の発生
・鳥獣被害の増加
・集落機能の低下が顕著

○農山漁村に存在する様々な地
域資源（特産品、バイオマス、
自然エネルギー等）が豊富に
存在

○農山漁村の持つ多面的機能
（自然・景観、緑・水資源の
維持保全など）に対する期待
や関心の高まり

○国民・県民の価値観やライフ
スタイルが多様化する中、震
災復興などをきっかけとして、
農村回帰への流れが生まれつ
つある。

○地域ぐるみによる農山村環境
の維持・保全

○中山間地域の農業振興

○荒廃農地の発生防止・解消
・利活用

○野生鳥獣被害の防止

○集落機能の維持・活性化

○農業・農村の担い手の確保、
育成

○都市と農山村との交流の促進

○地域資源の活用による6次産
業化等等の推進

○農村女性による起業活動の
推進

豊
か
で
魅
力
あ
る
農
村
の
形
成

１ 都市から農村への回帰の
流れをとらえた交流拡大

イノシシ捕獲檻の設置
(４)中山間地域保全パートナーシップ推進事業 R6当初予算 予算額 ： 3,000千円 （ 3,250千円）

①６次産業化チャレンジ支援事業 予算額： 16,800千円（ - ）

６次産業化の取組みへの補助や計画策定段階から事業実施後のフォローアップまでの伴走支援

(３)棚田地域水と土保全基金事業 R6当初予算 予算額： 3,915千円 （ 3,835千円）
棚田地域等の農地及び土地改良施設の保全・利活用の活動を支援

(1)富山県農村環境創造基金管理費 R6当初予算 予算額： 5,777千円 （ 5,432千円）

①とやま帰農塾推進事業 R６当初予算 予算額： 5,301千円 （ 5,301千円）

③都市農村交流アンバサダー事業 R６当初予算 予算額： 4,500千円 （ - ）
若者が普段使用する情報媒体での情報提供及び若者ニーズに合った都市農村交流の企画

(２)とやま農山漁村地域活力創生支援事業 R6当初予算 予算額： 7,300千円 （ 7,300千円）
都市農村交流や地域づくり活動の担い手確保等への支援

(１)多面的機能支払支援事業 R６当初予算 予算額：1,800,000千円（1,880,000千円）
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域ぐるみの共同活動を支援

(２)環境保全型農業直接支援対策事業 R６当初予算 予算額： 42,700千円（ 42,700千円）
化学肥料・農薬の低減に加え、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い農業生産活動を支援

(2)がんばる女性農業者支援事業 予算額： 6,236千円（ 9,486千円）
農村女性の起業活動から事業継承までの支援及び女性セミナーやPRイベントの開催

資料２

（ ）は令和5年度予算額

(５)鳥獣被害防止総合対策事業 R6当初予算 予算額：291,478千円 （ 302,228千円 ）
侵入防止柵の設置やＩＣＴ等新技術の実証、豚熱緊急対策の捕獲強化など総合的に支援

２ 地域の特色を活かした農業の展開

(１)元気な中山間地域づくり支援事業 R6当初予算 予算額：892,600千円（806,300千円）

②とやま農泊ネットワーク推進事業 R６当初予算 予算額： 9,010千円 （ 9,510千円）
農泊ネットワーク組織を運営するとともに、県内での農泊の取組み強化と広域的な振興を図る取組みを支援

都市との交流の推進

地域資源の有効に活用よる農村の活性化

とやま帰農塾

統
合

堆肥の施用

⑥とやまノーム（農務）ステイ事業 R６当初予算 予算額： 4,000千円 （R4.11月補正 4,000千円）
農繁期の労働力不足を解消するため人手が欲しい農家と農作業・農村滞在希望者のマッチング及びプラットフォーム作成を支援

農業・農村サポーター活動

④都市農村交流サクセッサー事業 R６当初予算 予算額： 1,000千円 （ - ）
県内の都市農村交流事業を実施する団体の後継者不足解消に向けた現状の調査

新

新

新

① 元気な中山間地域づくり支援事業 R６当初予算 予算額：751,000千円（751,000千円）

中山間地域等直接支払交付金を活用し、継続的な農業生産や棚田地域の保全活動を支援

④ 農村RMO形成推進事業 R６当初予算 予算額：81,000千円 （28,200千円）

中山間地域において、集落機能を補完する農村型地域運営組織（農村RMO)の形成を推進

② 中山間地農業支援事業（実証委託、新産地育成等 ） R６当初予算 予算額：６,６00千円 （２,100千円 ）

中山間地域において、農作業の省力化や高収益作物等の新産地を育成

③ 中山間地園芸協働地域モデル創出事業 R６当初予算 予算額：２4,000千円 （25,000千円）
中山間地にて機械・生産技術導入による生産条件の改良、ＩＣＴ・ＤＸ技術等の活用への支援

〈内訳〉※主要な事業を抜粋

⑤都市農山漁村交流推進事業 R６当初予算 予算額： 7,500千円 （ - ）
県内で実施中の都市農山漁村交流事業について、各事業の情報を集約したポータルサイトの構築

新

⑤ 美しい農村景観整備事業 R６当初予算 予算額： 1,000千円 （ 1,000千円）

⑥ 最適土地利用総合対策事業 R６当初予算 予算額：29,000千円 （8,604千円）
地域ぐるみの話合いによる土地利用構想図の作成や実現に必要な取組みへの支援



農村型地域運営組織（農村 RMO）形成推進事業の概要 
 

    

１ 趣 旨 

中山間地域において、複数の農村集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村 RMO）」

の形成により地域で支え合うむらづくりを推進するため、農村 RMO を目指してむらづくり

協議会等が行う実証事業等の取組みや協議会の伴走者となる組織の育成等の取組みに対す

る支援を行う。 
 

２ 事業の内容 

 （１）農村 RMO モデル形成支援事業                    

   ①事業概要 地域協議会等が作成する将来ビジョンに基づく①農用地保全、②地域 

資源活用、③生活支援に係る（調査、計画作成、実証事業等の取組、デ 

ジタル技術の導入・定着を推進する）取組みに対して支援 

   ②事業期間 上限３年間 

   ③交付率  定額（上限 3,000 万円（1,000 万円（年基準額）×事業年数）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （２）農村 RMO 伴走支援事業                         

   ①事業概要 農村 RMO 形成を効率的に進めるため、県が主体となる農村 RMO 形成支援

チームによる推進体制を構築し、地域協議会等に対する農村 RMO 形成支援

や、市町村、中間支援組織等に対する農村 RMO 形成伴走支援を行い、農村

RMO 形成の機運醸成を図る。 

   ア 農村 RMO 伴走支援チームの構築                 

県及び市町村の関係部や関係機関及び中間支援組織等による農村 RMO 伴走支援体

制を整備し、農村 RMO モデル形成を目指す地域をサポート 

     ・農村 RMO 伴走者育成講座の開催 

      農村 RMO 形成を目指す地域での現状分析や話合いを進めるための手法等のスキ 

ルを身に着けてもらう農村 RMO 伴走者育成講座を開催 

対象者：県及び市町村の中山間支援担当職員、地域おこし協力隊、NPO 等中間支

援組織、地域協議会等 

内容：現地モデル事例研修（２回）、農村 RMO 成果発表会（１回）を予定 

     ・農村 RMO を効率的に進めるため、農村 RMO モデル形成を目指す地域や複数集落に

よる広域的な連携体制の構築に向けて、センター毎に行う研修会や先進地視察等

を通じて、地域をサポート 

 

一般社団法
人 持続可
能な地域社
会総合研究
所（島根県）
に講師依頼
予定 

新規地区２地区（予定）、継続地区５地区 

④実施地区 

東 山 地 区
（黒部市）
を研修モデ
ル地区とし
て現地開催
予定 中山間直払 第６期対策を視野に入れた広域連携の調整 

資料２－① 

（〇：開始年度、●終了年度）

管内 市町村 地域 事業実施主体 R4 R5 R6 R7 R8

2

○ ⇒ ●

実施地区数 1 5 7 6

〇 ⇒ ●

〇 ⇒ ●

〇 ⇒ ●

○ ⇒ ●

〇 ⇒ ●

〇 ⇒ ●

R7

計 7

砺波 南砺市 大鋸屋 大鋸屋地域づくり協議会 R5補 ～

R7

十二町 十二町持続可能な地域づくり推進協議会 R6 ～ R8

高岡 氷見市

速川 速川地区まちづくり協議会 R5 ～

釜ヶ渕みらい協議会 R4 ～ R6

東谷 東谷活性化協議会 R5補 ～ R7

R8

富山

富山市 黒瀬谷 黒瀬谷KIRARI活性化協議会 R5 ～ R7

立山町

釜ヶ渕

新川 黒部市
下立
浦山

東山地区まちづくり協議会（仮） R6 ～

取組年度



中山間地域等において、複数の集落の機能を補完する農村RMOの形成を推進するため、農村RMOを目指してむらづくり協議会等が行

う実証事業等の取組や協議会の伴走者となる組織の育成や農村RMO形成の裾野を広げるための取組を支援します。

農村RMOモデル形成支援
むらづくり協議会等による地域の話合いを通じた農用地保

全、地域資源活用、生活支援に係る将来ビジョン作成、ビジョ

ンに基づく調査、計画作成、実証事業等の取組みを支援

農村RMOが地域一体となって行う活動の例

集落機能の低下と地域運営組織の必要性

農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業について

農村RMOモデル形成支援事業について

富山県内の農村RMOモデル形成支援取組状況：５地区（R6～＋２地区 計７地区予定）

【立山町釜ヶ渕地区の取組み状況】
〇R４年度 〇R５年度

将来ビジョン作成に向けた話合い 遊休農地を活用した市民農園旧農協倉庫を活用した交流拠点の整備 カフェの開業



農村RMO伴走者育成講座について→令和５年は２回開催

○第１回（令和５年８月18日実施）

「人口、農業就農者推計・シミュレーション研修」
将来の農業従事者数や人口のシミュレーションに

より定住目標の設定

農村RMO形成を目指すそれぞれの地域で農業振興等に係る現状分析や合意形成、経済活動をサポートする「農
村RMO伴走者」となる人材育成を市町村や県の担当職員等を対象に実施（講師：持続可能な地域社会総合研究
所 藤山浩所長）

○第２回（令和６年１月25日実施）

「農村RMO形成に向けた地域の組み立て方研修」
地域内の経済や活動の繋がり、弱み・強みを

可視化

ワークショップ視察

R5年度から農村RMOモデル形成に取組んでい
る２地区（富山市黒瀬谷地区、氷見市速川地
区）の「地元天気図ワークショップ」を視察

農村RMO伴走支援事業について

人材研修による効果

・根拠に基づいた定量的な目標を共有することで、次の行動を明確にすることができる
・地域内の組織（構造）を可視化することで、農村RMO組織の形成に向けた取組み重点が明確化する
・自治体が共通の手法を学ぶことで、共通点、違いを確認でき、地域の実情に応じた対応ができる

令和６年１月25日 日本農業新聞（11）令和５年10月13日 日本農業新聞（13）

令和５年５月14日 北日本新聞（19）

令和５年５月13日 北日本新聞（２７）

令和５年８月12日 北日本新聞（16）

令和５年８月20日 日本農業新聞（11）

令和５年９月20日 北日本新聞（16）

農村RMO県内の取組み状況

令和５年５月16日 北日本新聞（25）



資料２-② 

新 令和６年度 都市農村交流アンバサダー事業 

農村振興課 

予算額 4,500 千円 

１．趣  旨 

令和 5 年度に実施した「富山県都市農村交流事業広報アンバサダー」の提案を受けた、

若者が普段使用する情報媒体での情報提供を実施する。また、若者を巻き込み若者のニー

ズに合った都市農村交流事業の企画及び、既存事業の拡充を行う。 
 
２．事業内容 

（１）広報活動 

 ①富山県で実施している都市農村交流事業のショート動画の制作 

 ②富山県都市農村交流事業に関するソーシャルメディアの運営 

  (ア)LINE 公式の運営による都市農村交流事業の広報発信・募集の一元化 

   ・LINE 公式にて投稿を行う内容の整理 

   ・LINE 公式の運営体制整備 

（イ） ショート動画を活用した広報発信（Instagram、YouTube、TikTok） 

   ・都市農村交流事業の広報アカウントの作成 

・①で作成を行ったショート動画の投稿 

 

（２）若者参加型 都市農村交流事業の企画 

  ①若者を都市農村交流アンバサダーとして任命し都市農村交流事業への参加・体験を

行う 

  ②➀の経験を活かした若者が参加したくなる新しい都市農村交流事業の企画提案 

 

３．事業の効果 

・若者の都市農村交流事業への認知度向上 

・若者の都市農村交流事業の参加者数の増加 

・県内の都市農村交流事業の後継者不足の解消 

・富山県農林漁業等体験者数の増加 

 

 

 

 

都市農村交流事業(4 事業) 
とやま帰農塾、とやまノームステイ、とやま農泊、

とやま農業・農村サポーター 

令和 5 年度「富山県都市農村交流事業広報

アンバサダー」任命式 

令和 5 年度「富山県都市農村交流事業広報

アンバサダー」体験状況 

 



資料２-③ 

新 令和６年度 都市農村交流サクセッサー事業 

農村振興課 

予算額 1,000 千円 

１．趣  旨 

 都市農村活動を実施する組織は、高齢化に伴う後継者不足や資金不足等により活動の継

続が困難となっている。そのため、①継続的な都市農村活動の実施における障壁②後継者

確保における具体的な課題③活動運営資金ついて調査を行い、今後の継続的な活動に向け

た戦略的な支援策を検討する。 
 
 
２．事業内容 

本県では、さまざまな都市農村交流活動を実施している組織が存在するが、その中でも

後継者不足や資金不足等により継続的な活動が困難となっている組織が散見される。その

ため、下記の調査を行い、支援策を検討する。 

(1)都市農村交流活動 実施組織の調査 

① 活動組織概要 

組織名・活動組織体制・活動拠点等の調査を行い組織の基本情報を整理する。 

② 活動状況・課題 

現行の活動状況・課題の調査を行い、継続的な都市農村交流の実施における障壁や潜

在的な支援ニーズを特定する。 

③ 活動組織の後継者 

活動組織の後継者の有無・候補者について調査を行い、後継者確保の具体的な課題や

障害を明確に把握し、組織ごとに求められる後継者像・支援ニーズを明らかとする。 

④ 活動組織の運営資金 

活動組織の運営における資金・調達方法等を調査し、資金調達における課題及び支援

ニーズを明らかとする。 

  

(2)調査結果を用いた支援策の検討 

 上記の実施団体の調査を行った結果を用いて、今後の支援策を検討する。 

 

３．事業の効果 

 ・都市農村交流事業の後継者不足の解消に向けた現状の把握 

 ・都市農村交流事業の事業実施団体の増加に向けた現状の把握 

 ・都市農村交流事業の実施数増加に向けた現状の把握 

 

 

 

 

 

・とやま帰農塾実施組織 

・中山間地域保全パートナーシップ実施組織 

・県指定 重点地域 等 



 
資料２-④ 

○新都市農山漁村交流推進事業 

農村振興課 

予算額 7,500 千円 

 

１．趣  旨 

 県内で行われている都市農山漁村交流事業について、各事業の情報を集約した

プラットフォームを構築することで、事業に係る情報へのアクセス性向上を図

るとともに、これまで事業へ参加する機会が少なかった若者等の参加を促すこ

とで、事業の活性化や関係人口の増加につなげる。 
 
２．事業内容 

（１）プラットフォームの構築（3,750 千円）（プロポーザルにて委託先を選定） 

  ・情報を集約したプラットフォーム（とやま農山漁村情報ナビ（仮称））を 

構築 

  ・＜体験する＞、＜泊まる＞、＜食べる＞、＜買う＞等のカテゴリを設け、 

開催日時や施設、料金、営業時間等の情報を掲載するとともに、予約機能

も付加する。                                                   

 

      

    
 

（２）WEB 広告の制作等、アクセス分析レポート制作等（3,750 千円） 

  ・リスティング広告等の WEB 広告を制作・設定することにより、当該 

プラットフォームへのアクセス数の向上を図る。 

  ・プラットフォームへのアクセス流入解析等（アクセス数の多い地域、年代

等）を行い、今後の効率的な情報発信に繋げる。 
 
３．事業の効果 

・県民の都市農村交流事業に係る情報へのアクセス性向上 

・都市農山漁村交流事業の参加者数の増加（若者等） 

・農山漁村において開催される交流事業数の増 

 

４．財源 

  農村環境創造基金 

＜イメージ図＞ 



資料２-⑤ 

６次産業化総合対策事業の概要 

農村活性化係 

１ 趣 旨 

農林漁業者の所得増大を図るため、加工、直接販売、サービスなどの６次産業化の取組み

をソフト・ハード両面から総合的に支援する。 

 

２ 事業内容 

（１）６次産業化推進事業（農山漁村発イノベーション推進事業）【国事業】              

ア 富山農山漁村発イノベーションサポートの運営（事務局：県） 

６次産業化事業者の経営改善に向けた支援（専門家派遣やフォローアップ等） 

イ とやま６次産業化セミナーの開催（県主催） 

マーケティング等の専門家による講座制研修 

ウ ６次産業化の戦略推進 

市町村６次産業化協議会(市町村、ＪＡ、生産者等)の設置支援 

   

（２）６次産業化支援事業【県・国事業】                         

新ア ６次産業化チャレンジ支援事業（県単事業） 

・農林漁業者等による新たな商品・サービスの開発等の取組みを支援 

① 一般型  （補助率：1/2、補助下限額・上限額：1,000 千円・2,500 千円） 

② 農福連携型（補助率：1/2、補助下限額・上限額：1,000 千円・3,000 千円） 

障がい者を雇用して行う取組みを支援（障害者への指導費分(上限額500千円)を嵩上げ） 

③ 農観連携型 

（補助率：県 1/3(市町村 1/6)、県補助下限額・上限額：2 年間で 1,000 千円・2,000 千円） 

   観光業者と連携して取り組む新商品開発、体験農園の整備等を支援 

④ 女性モデル型（補助率：1/2、補助下限額・上限額：1,000 千円・2,500 千円） 

 農村女性起業活動を行う法人等が６次産業化に向けた事業拡大等を支援 

 ①～③：４件程度、④：２件程度 

     

・検討会開催等 

     計画からフォローアップまでの伴走支援を行うための経費 

  

イ ６次産業化施設整備等事業（国事業）                   

国の農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）を活用し、加工・直売等に必用な施

設整備等を支援。 

（補助率：3/10(中山間地域もしくは市町村戦略に基づく場合は 1/2)、補助上限額：１億円） 

 

 



R5予算：73,000千円

富山県の６次産業化支援対策の概要

○６次産業化による年間販売金額
75億円（H23） → 104億円 （R3）

国の助成制度

県単独の助成制度

《６次産業化の取組例（R４県単事業活用事例）》 《６次産業化の広報活動》

食の王国フェスタでの展示（R5.10）

「ふるさと夢とやま」での紹介

商品開発・加工用設備
の整備（氷見市）

ジビエを活用した
新商品開発（黒部市）

農山漁村振興交付金(農山漁村発イノベーション対策) 【69,500千円】

１．農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業
農山漁村発イノベーションに係る経営改善等の多様な課題を抱える事業者等への専門家派遣※

に加え、デジタル人材の派遣、地域におけるデジタル人材の育成の取組等を支援

２．農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）
農林漁業者等が多様な事業者とネットワークを構築し、制度資金等の融資又は出資を活用し

て６次産業化に取り組む場合に必要となる、農産物加工・販売施設等の整備に対して支援

【農福連携】【一般事業】

さつまいもを活用した
新商品開発（砺波市）

食育推進全国大会での展示（R5.6）電気乾燥機の整備
（富山市）

加工用設備の整備
（富山市）

拡大

６次産業化チャレンジ支援事業 【13,600千円＋3,200千円※ ：16,800千円】

１．６次産業化に向けた商品・サービス開発、販路開拓、加工機材整備等を支援

①一般型 ：補助率：1/2、補助下限額・上限額：100万円・250万円

②農福連携型 ：補助率：1/2、補助下限額・上限額：100万円・300万円

③農観連携型 ：補助率：1/3（市町村1/6）、県補助下限額・上限額：2年間で100万円・ 200万円）

④女性モデル型 ：補助率：1/2、補助下限額・上限額：100万円・250万円

２．専門家派遣※によるフォローアップ

経営分析・改善、新商品開発、販路開拓、衛生管理等に関しての専門的な助言・支援

QRコードを付けて紹介

事
業
者
数

販
売
金
額
（
億
円
）

６次産業化総合対策事業費 Ｒ６予算：83,100千円（Ｒ５: 85,100千円）


